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編集⽅針 
 

この報告書は、ジャムコグループ*の CSR（企業の社会的責任）に対する考え⽅や、課題への取り組みなどを紹介し、お客さまや、株
主・投資家の皆さま、お取引先、従業員など、各ステークホルダーとのコミュニケーションをはかって、CSR への取り組みのさらなる向上を⽬
指すことを⽬的に製作、開⽰しています。 
 *ジャムコグループ︓国内関連会社及び海外関連会社 

 
 

対象組織 

株式会社ジャムコを中⼼として国内、及び 海外の関連会社を含む。 
 
対象期間 

2018 年4 ⽉1 ⽇〜2019 年3 ⽉31 ⽇（ただし、⼀部対象期間外の情報をも含む。） 
 
発⾏時期 

2019 年7 ⽉ 
 
 
 
参考としたガイドライン 

ISO26000 社会的責任に関する⼿引 
ISO14000 環境マネジメントシステム 
 
お問い合わせ先 

株式会社ジャムコ ⼈事総務部 CSR 推進課 
〒190-0011 
東京都⽴川市⾼松町1-100 
TEL 042 503 9900 
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トップコミットメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジャムコの経営理念は、CSR の精神そのものです。 
 
夢の実現にむけて挑戦しつづけます。 
 

創業以来、ジャムコは航空業界を基軸に事業を展開してきました。これは、わたしたちの夢が、⾰新しつづける航空技術の
発展によって実現するものと考えるからに他なりません。夢を追い求めてきたわたしたちの業容も徐々に拡⼤し、活動の舞台もさ
らに⼤きく広がりはじめていますが、航空業界において、夢の実現に向けて挑戦しつづけます。 
 
お客様の喜びと社員の幸せを求めていきます。 
 

ジャムコでは、お客さまにご満⾜いただける製品とサービスを提供することによって、社員⾃⾝が仕事に対する喜びを感じ、⼀
企業⼈として、ひとりの⼈間として成⻑してもらいたいと考えています。必要な教育訓練を⾏い、仕事のチャンスを与え、そして不
⽂律であるジャムコイズムを伝承する、これらによって社員が成⻑すると同時に会社も成⻑する、そしてチームワークと達成感の
中で社員が働ける環境ができるのだと思います。ジャムコは、「誠実で、⼈を⼤事にする会社」として在りつづけたいと思います。 
 
⾃然との共⽣をはかり、豊かな社会づくりに貢献します。 
 
ジャムコは地球環境問題に積極的に取り組んでいます。省エネルギー対策、グリーン調達、廃棄物の削減と再資源化、⼜、使
⽤する材料等の化学物質成分の調査を⾏い、有害物質を含むものについては代替品への転換を推進しています。これからも、
地球環境問題への取り組みの重要性が⾼まるなか、さらなる環境負荷の低減に努めていきます 
 

代表取締役社⻑      
 
 
 
 
 

技術のジャムコは、⼠魂の気概をもって 
 

⼀、夢の実現に向けて挑戦しつづけます。 
⼀、お客様の喜びと社員の幸せを求めていきます。 
⼀、⾃然との共⽣をはかり、豊かな社会づくりに貢献します。 
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CSR の考え⽅  
 
 
                                        
 
CSR 基本⽅針 
 
ジャムコグループは、経営理念に基づいて次の⽅針を掲げ、ＣＳＲ活動を推進します。 

 ⼠魂の気概をもって、「誇り⾼く、誠実な会社」としてコンプライアンスを遵守します。 
 お客さまの期待に応える製品とサービスを提供すると共に、社員の成⻑と幸せを追求していきます。 
 社会や環境との共⽣を図り、豊かな社会づくりに貢献していきます。 

 
⼈権⽅針 
 
ジャムコグループは、経営理念の実現と持続的成⻑のために、⼈権を尊重する責任を果たします。 

１．国際⼈権基準（注）に基づき、⼈権を尊重する取り組みを推進し、持続可能な社会づくりに貢献します。 
２．国際⼈権基準に基づき、事業活動を⾏う国及び地域の法令を遵守します。 
３．⼈権への負の影響を発⽣させる⾏為はしません。 
４．⼈権への負の影響を発⽣させた、⼜は関与した場合には、速やかにその救済の⼿続を取ります。 
５．⼈権への負の影響を発⾒した場合の通報先として、社内⼜は社外のホットライン窓⼝を運⽤します。 
６．⼈権への負の影響を発⽣させるリスクの回避及び低減に取り組みます。 
７．⼈権について、全役職員に対する啓発活動を推進します。 
８．ビジネスパートナー等に対し、⼈権を尊重し、負の影響を発⽣させないように求めます。 
９．事業活動に関連する⼈権問題について、ステークホルダーと適切に対話し、情報開⽰を⾏っていきます。 

 
（注）︓「国際⼈権基準」とは、次の考え⽅などに代表される「ビジネスと⼈権に関する国際⼈権基準」を指す。 

・「世界⼈権宣⾔と国際⼈権規約」（国連） 
・「労働における基本的原則及び権利に関する ILO 宣⾔」（ILO/国際労働機関） 
・「ビジネスと⼈権に関する指導原則」（国連） 

CSR 推進体制 

CSR 推進に対する社会からの要請・期待の⾼まりに応えるため、当社では 2017 年4 ⽉に CSR 委員会を設置し、CSR を体系的に
推進していく体制を整えました。 

CSR 委員会は組織全体を横断的に統轄し、全社の CSR 活動を主導する役割を担います。委員会は、⼈事総務担当執⾏役員を委
員⻑とし、各部⾨の委員で構成しています。委員会は定期的に開催し、 CSR 推進計画の策定、CSR 推進活動のレビューや CSR 情
報の発信などを⾏います。 

 

 

 

 

CSR の推進               
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2018 年度CSR 活動のまとめ 

2018 年度は、CSR 推進の体制作りの⼀環として CSR の周知を⽬的に、次の活動に取り組みました。 
・ ⼈権⽅針の周知を含めた、⼈権に関する教育を実施しました。 
・ CSR の周知・浸透を図るため、全役職員を対象とした CSR の基本、基礎知識や考え⽅などについて教育を実施しました。 
・ サプライチェーンにおける CSR の現状把握として、主要な外注加⼯取引先に対する CSR アンケートを実施しました。 
 
 

2018 年度CSR 活動 

 
 

ISO26000 
中核主題 

⽬標 結果 

組織統治/社会的
責任の認識と組織
全体への統合 

グループ企業を含めた 
 CSR周知・浸透 

当社全役職員に対して、e-learning 等による CSR 教育を実施しました。 

グループ企業を含めた 
CSR体制の充実 

グループ会社の CSR 活動としてフィリピン⼯場では植樹、各種ボランティア活動
を実施しました。 

 
 
 
 
グループ企業を含めた 
サプライチェーンにおけるCSR現
状把握 

サプライチェーンにおける CSR の現状把握として、主要な外注加⼯取引先 11
社に対して CSR アンケートを⾏いました。 
これらのアンケート対象とした取引先は、当社の主⼒製品に関わる重要な構成
部品の製作を委託している会社で、2017 年度実績に基づく取引⾦額では、
該当事業部⾨における取引先 134 社全体の 42%をこの 11 社で占めてお
り、⼜、品質、納期、コストのっ⾯でも重要な取引先と位置付けている取引先
です。 
調査の結果は、CSR に関して⾼い認識があり、組織的に積極的な取り組みを
⾏っている取引先、CSR に対する認識はあるものの必ずしも積極的な取り組
みまでは⾏っていない取引先、⼜、特に CSR を意識した取り組みは⾏っていな
い取引先、があることが判明しました。 

⼈権 
⼈権⽅針の周知を含めた、⼈権
に関する教育の実施（国内グル
ープ企業含む） 

⼈権⽅針を策定し、CSR研修を通じて周知しました。 
(CSR/CSR の考え⽅/CSR の推進/「⼈権⽅針」参照) 

労働慣⾏ 

ワークライフバランスのさらなる推
進 

育児による離職を防ぐため、育児と仕事の両⽴⽀援策として、在宅勤務の制度化に取
り組みました。およそ１年間を通じて、育児に伴う在宅勤務希望者についてトライアル
を実施し、課題や問題点の洗い出しとその是正を図ったうえで、在宅勤務規則を制度
化し、2019年４⽉より運⽤を開始しています。 
 

環境 

 
 
エネルギー使⽤量の2017年度
⽐1％以上の削減 

エネルギー使⽤量削減に向け、⾼効率設備の導⼊、不要な照明の消灯及び
冷暖房設備の効率的な運転などに取り組みましたが、作業量の増加や、厳し
い暑さによるエネルギー消費の増加などにより 0.72％の削減にとどまり、⽬標
は未達となりました。 
（2018年度の省エネルギー活動及びその実績についてはページ36 参照） 
 

公正な事業慣⾏ 
コンプライアンス規範の浸透 該当部⾨を対象に、労働者派遣法研修を⾏いました。コンプライアンス⼀般教育につ

いては、当社及び国内関連会社の全役職を対象に対⾯での研修を実施しました。 
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主要事業部の取引先CSR 現状調査結果の概要 

取引先の CSR の現状を把握するために、航空機内装品及び航
空機シートの製造に関わる構成部品等の外注加⼯委託先11社
に対して CSR アンケートを実施しました。 
アンケートは、ISO26000 における７項⽬の中核主題中、コミュ
ニティを除く６項⽬（⼈権と労働をまとめた）を切り⼝として実施
しました。 
主題間で評価にバラツキも認められましたが、対象とした 11 社の
全般的な傾向としては、コンプライアンスをはじめとした企業に求め
られる基本的な事項については、相応の対応がなされている状況
でした。（図１参照） 
 
 
 
 
 
⼜、上記６項⽬についての⽅針、体制、教育、窓⼝、開⽰、収集
管理について、各社どの程度注⼒しているかを５段階で評価を分
析しました。 
その結果、CSR は認識しているものの、開⽰をするまでには⾄って
おらず、CSR 活動において重要な点が理解されていないことが判
明しました。（図２参照） 
 
 
 
                                                          
 
 
 
 
 
 
 
 

消費者課題 より安全な製品／サービスの
提供 

昨年度から継続して、製品の安全と品質の維持向上、航空機の⾶⾏安全の確保、安
全、品質情報の相互確認、及びリスクの早期把握を⽬的として、国内外⼦会社を含む
グループ企業全体が参画する品質に係る会議や情報共有を推進しました。⼜、品質に
関わるコンプライアンス教育を⾏い、コンプライアンス意識醸成に取り組みました。 
しかし、年度後半にシート及び内装品製造事業において品質問題が発覚し、信頼を損
ねる結果となりました。 

コミュニティへの参
画/およびコミュニ
ティの発展 

当社の各拠点及びグループ企業
における地域社会貢献活動の推
進 

当社⽴川地区において、賞味期限前の 災害⾮常⽤保存⾷料を 特定⾮営利活動法
⼈フードバンクTAMAに寄付しました。 
 

0.0
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図２ 
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2019 年度CSR 活動⽬標 
 
2019 年度の CSR 活動の主な活動⽬標は、CSR 推進体制のさらなる充実のため、グループ企業を含めた、各主題の活動⽬標を次の
とおり定めました。 
 

ISO26000 中核主題 2019 年度CSR 活動⽬標 

組織統治/社会的責任の認識と組織
全体への統合 

グループ企業・取引先を含めて次の活動に取り組む 
・CSR周知・浸透の継続実施 
・CSR現状調査の継続実施 
・サプライチェーンにおける CSR調達⽅針アンケートの拡⼤と推進 
・情報セキュリティに関する教育の継続実施 

⼈権 ⼈権に関する教育の継続的実施（国内グループ企業含む） 

労働慣⾏ ワークライフバランスのさらなる推進 
・年次有給休暇の取得  
・育児に伴う在宅勤務制度の活⽤ 
・時間外労働時間 ⽉間上限80時間の厳守 
・⼥性従業員の採⽤促進、⼥性管理職割合の向上（係⻑の役職に占める⼥性割合10％以上も継
続設定） 
・労働災害の発⽣状況件数の把握と分析 

環境 エネルギー使⽤量の201８年度⽐1％以上の削減 
・温室効果ガス（GHG）排出の削減 
・照明のLED化 促進 
・事業所毎の⽔使⽤量の把握と削減計画の策定 
・廃棄物総排出量の削減 

公正な事業慣⾏ コンプライアンス規範の浸透と遵守 
グループ コンプライアンスの強化 

消費者課題 品質管理体制の改善/安全な製品・サービスの提供 
安全性に関する不具合件数の把握と分析 

コミュニティへの参画及びコミュニティ
の発展 

当社の各拠点及び関連会社における地域社会貢献活動の推進 
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コーポレート・ガバナンス 
 
 
 

当社では、「技術のジャムコは、⼠魂の気概をもって」を基軸とする経営理念のもと、顧客への製品とサービスの提供を通じて、
社会に貢献し、企業として永続することが経営上の最も重要な⽅針と位置づけています。その実践に向け株主、経営者及び
従業員が効率的な連合体として機能し、ステークホルダーに利益を還元しつつ企業価値の向上を図るとともに、経営の透明性
確保及び説明責任の強化に取り組むことがコーポレート・ガバナンスの基本であると認識しています。 

当社の取締役は 15 名以内とする旨を定款で定めています。⼜、株主総会における取締役の選解任の決議は、議決権を
⾏使することができる株主の議決権の 3 分の 1 以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって
⾏う旨を定款で定めています。⼜、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨も定款で定めています。 

取締役の選任に当たっては、現業を把握している者がより適切な意思決定と業務執⾏の監督ができ得るものと考えていま
すが、経営や航空業界に精通している社外取締役をバランスよく選任することも肝要と考えています。 

コンプライアンスについては、法令、国際ルール、社内規程類等を遵守するとともに、⾼い倫理観を醸成する企業⾵⼟を
⽇々の企業活動の中で育むことが重要であると認識しています。当社では、「コンプライアンス規範」を掲げ、役職員に対してコ
ンプライアンスの重要性に対する共通認識の徹底に努めており、⼜、これをグループ各社に展開し、企業集団としてコンプライア
ンス経営の実践を通じて社会的責任の遂⾏を図っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本的な考え⽅ 
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コーポレート・ガバナンスの詳細については 下記に掲載のコーポレート・ガバナンス報告書 をご覧ください 
https://www.jamco.co.jp/ja/ir/governance/governance.html 
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企業活動における CSR  
 
 
 

ジャムコグループでは、コンプライアンス経営を推進すると共に、健全な経営管理機能の構築と業務の遂⾏を通じて、ステーク
ホルダーからの期待と信頼に応えられるように努めています。⼜、役職員⼀⼈ひとりが法令の遵守はもとより倫理的側⾯も含め
た社会的要請に確実に順応し、社会的良識をもって⾏動できるよう、「コンプライアンス規範」を定めています。 
 
 
コンプライアンスの推進 
 

全社のコンプライアンス統括責任者として、チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を選任し、⼜、コンプライアンス統括
機関として、コンプライアンス委員会を設置しています。委員会は定期⼜は臨時に開催し、取り組み状況をコンプライアンス・リス
ク（CR）会議及び取締役会に報告しています。 

⼜、社員⼀⼈ひとりがコンプライアンスの⼗分な知識と理解を深めるために、コンプライアンス研修を定期的に実施し、意識浸
透を図っています。 
 

2018 年度には、当社及び国内関連会社の全役職員に対して品質への意識の向上を図る内容を含めた対⾯での研修を
実施したほか、新⼊社員及び主任・係⻑・管理職昇進者のエントリー教育では それぞれの特性に応じた内容のコンプライアン
ス研修を実施しました。 

 
コンプライアンス推進体制 

 
 
 
 
 

 

※CR 会議︓（Compliance Risk）内部統制を統括する組織 

 
 
 
コンプライアンスホットライン 
 

ジャムコグループでは、コンプライアンス上の問題を⾃浄作⽤で早期に是正することを⽬的として、コンプライアンスホットライン
（通報・相談窓⼝）を設置、運⽤しています。相談窓⼝は社内・社外に設置しており、寄せられた通報・相談内容について、
社内関係部署及び外部コンサルタント、弁護⼠などと連携し、可能な限り誠実かつ迅速な対応に努めています。⼜、ハラスメ
ントや⼈権その他のあらゆる相談に対応しています。なお、通報者が不利益を被ることがないよう、通報者の保護を規則に定め
ています。 
 
 
 
 
 
 
 

各部⾨ 

グループ会社 

取締役会 CR会議 
(議⻑:社⻑) 

コンプライアンス委員会 

委員⻑ ︓CCO 
メンバー︓委員⻑並びに各部⾨の委員 
事務局 ︓⼈事総務部 

コンプライアンス 
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健全な商取引の推進 
 

ジャムコグループは、コンプライアンス規範において、健全な商取引を推進する姿勢を明確にし
ています。 
 ⼜、全役職員に配布している「コンプライアンスハンドブック」には、適⽤法令の遵守、公務員へ
の不正利益供与の禁⽌、取引先との過度な贈答接待の禁⽌など具体的な⽅針を⽰すと共
に、誠実で公明な取引を⼼がけ、政治、⾏政とは良識ある健全な関係を保つよう徹底を図って
います。 
 
 
 

コンプライアンスハンドブック 
 
 

  

コンプライアンス規範 
 

ジャムコグループは、企業としての社会的責任を果たし、社会からの信頼に応えていく企業であることを⽬指しま
す。 
 
ジャムコグループの役職員は、次の原則に基づき、関連する法律、国際ルール、社内規程類等を遵守すると共に⾼い倫理
観と社会的良識をもって⾏動します。 
  

1. 安全と品質に⼗分配慮した製品及びサービスを開発、 提供し、お客さまとのよりよい信頼関係の構築に努
めます。 

2. 環境問題への配慮については、別途定めた基本理念、企業⾏動指針の精神を遵守し、⾃主的、積極
的に取り組みます。 

3. 個⼈の⼈格・個性を尊重すると共に、差別・ハラスメント等の⾏為のない、安全で働きやすい環境の確保
に努めます。 

4. 業務上知り得た内部情報に基づくインサイダー取引（不公正な株取引等）を⾏いません。 
5. 誠実で公明な取引を⼼がけ、政治、⾏政とは良識ある健全な関係を保ちます。 
6. 反社会的勢⼒には毅然とした態度で臨み、⼀切の関係を遮断します。 
7. グローバル企業の⼀員として、諸外国の慣習、⽂化を尊重し、国際社会との協調に努めます。 
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ジャムコグループは、情報セキュリティ管理の実践及び継続的な改善が、企業の社会的責務を果たしていくうえでの必須要
件と考えており、国際標準規格 ISO/IEC27001:2013（情報セキュリティ管理に関する要求事項）を準拠とした ISMS
（情報セキュリティマネジメントシステム）に基づいた運⽤、監視、⾒直し、維持及び継続的な改善に取り組んでいます。 
⼜、個⼈情報の取扱いについても「個⼈情報保護⽅針」に基づいた管理を徹底しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報セキュリティ基本⽅針 
 

ジャムコグループは、情報セキュリティの確保が企業の社会的責務を果たしていく上での必須要件であるこ
とを踏まえ、以下のとおり、情報セキュリティ管理に関する国際標準規格 ISO27001 に準拠した情報セキュリ
ティマネジメントシステムを確⽴し、それに基づいた運⽤、監視及び継続的な改善に取組みます。 
  
1. 統括責任者を任命し、グループ内横断的組織を設置することにより、情報セキュリティ管理体制を確⽴

します。 
2. 事業上及び法規制の要求事項並びに契約に基づくセキュリティ義務を確実に履⾏します。⼜、情報資産

の基本的な取扱いや具体的な⼿順を社内規程に定め、情報の重要性に応じた合理的管理を実施します。 
3. リスクを評価する基準及び⽅法を確⽴します。それに基づき明確になったリスクを回避・低減するた

め、⼜、回避・低減が難しい重⼤な障害 ⼜は災害によって事業活動が著しく影響を受けないよう適切な
対応措置を策定し実⾏します。 

4. 役職員が情報セキュリティの重要性や要件を⼗分認識し⾏動できるよう、定期的な教育や適時の啓発を
⾏って、質が⾼く調和のとれたセキュリティ管理を実現します。 

5. 情報セキュリティ体制の有効性を継続的に確保するために、監視・評価体制を確⽴し、不具合事象や事
故の再発防⽌・予防に努めるとともに、適宜仕組みの⾒直し・改善を図ります。 

個⼈情報保護⽅針 
 

ジャムコグループは、個⼈情報(特定個⼈情報を含む。)を適正に取り扱い、個⼈情報の保護を徹底することが社会的責
務であるとの認識のもと以下の「個⼈情報保護⽅針」を策定し、グループとして個⼈情報保護の取組みを実施致します。 
 
1. 個⼈のプライバシーを重んじ、個⼈情報に関する法令、その他の規範及び社内規程を遵守の上、当社グループが保有

する個⼈情報の保護に努めます。  
2. 個⼈情報の利⽤⽬的を当社グループの事業内とし、その⽬的達成のために必要な範囲内において、公正且つ適正な

⽅法で個⼈情報の取得、利⽤及び提供を⾏います。  
3. 当社グループが保有する個⼈情報は、その利⽤⽬的の達成に必要な範囲内で、正確且つ最新の内容に保つよう適切

に管理いたします。 
4. 保有する個⼈情報について、本⼈から開⽰・訂正・利⽤停⽌等の求めや、苦情・問い合わせがあった場合には、適切に

対応いたします。  
5. 当社グループが保有する個⼈情報の取り扱いに当たっては、不正なアクセス、漏洩、誤⽤、滅失、毀損の防⽌及びその

他の安全管理の措置を講じ、問題が発⽣した場合は、適切且つ速やかに対応いたします。  
6. 当社グループの個⼈情報保護に関する取組みに関して、定期的な監査を実施し、⼜、その他社会情勢等環境の変化

に伴い継続的改善に努めます。 
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⼤規模な⾃然災害や事故の発⽣時においても、経営資源への影響を最⼩限に抑え、事業が継続できる体制を構築すること
は、社会的責任を負う企業の責務でもあります。 
 ジャムコでは、事業継続計画（BCP）を策定し、災害対応体制の構築並びに安全点検・各種訓練の実施など、さまざまな
取組みを⾏っています。2018 年度より被害想定の⾒直しに着⼿し、2019 年度は新たな被害想定に基づき、地⽅拠点を含
めた BCP 策定にとりくみます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社内組織体制、会社情報の適時開⽰⼿続に加え、危機発⽣時においては然るべき社内体制下で係る情報を管理するこ
とが重要であると認識しています。危機管理に関する社内規程において、当社に係る潜在リスクを特定し、それらが万⼀顕在
化した場合における危機の種類と程度に応じ、通報体制をはじめとする情報管理や緊急対策本部の設置などの社内対応を
規定しています。⼜、関係情報の社外への開⽰については、発⽣した危機による経営への影響を分析したうえで、社⻑⼜は広
報・IR 担当の執⾏役員による報道対応を規定する⼀⽅、投資者に対する発⽣事実の適時開⽰については、会社情報の適
時開⽰⼿続にて処理します。 

 
なお、⼦会社において発⽣した危機についても、当社において発⽣した危機に準じた取り扱いをするよう規定しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業継続の基本⽅針 
 

 ジャムコは、⼤規模災害等が発⽣した場合において、お客さまと従業員・家族の安全を第⼀に、製品・サービス
をできるだけ速やかに提供するために、以下を基本⽅針として事業継続計画（BCP）の策定と事業継続マネジ
メント（BCM）の構築に取り組みます。 
1. お客さま、従業員とその家族の⼈命と安全の確保を優先します。 
2. 航空機の製造及び安全運航に資する製品・サービスを優先的に供給・提供するための体制を整えます。 
3. 地域と協調した災害対応を実施します。 
4. 企業活動の早期復旧を⽬指します。 
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特集︓“ CONTRAIL プロジェクト ” 
第１回 ⽇本オープンイノベーション⼤賞  「環境⼤⾂賞」  受賞‼ 

 
航空機による⼤気観測プロジェクト「CONTRAIL」 
⽇本オープンイノベーション⼤賞 「環境⼤⾂賞」 を受賞しました。 
 
当社が参画する 航空機による⼤気観測プロジェクト「CONTRAIL」は、第1回⽇本オープンイノベーション⼤賞（主催︓内閣府、総務
省、⽂部科学省、厚⽣労働省、農林⽔産省、 経済産業省、国⼟交通省、環境省、⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会、⽇本学術
会議）において、環境⼤⾂賞を受賞いたしました。 
⽇本イノベーション⼤賞は、内閣府が進める総合科学技術・イノベーションの政策により、オープンイノベーションのロールモデルとなる先導
的・独創的な取組を表彰し、⽇本のイノベーション創出を加速するために設⽴された表彰制度です。 
今回は内閣総理⼤⾂賞をはじめ、12 の賞が 14 の取組
み・プロジェクトに授与されました。 
そのなかで「CONTRAIL」は、これまでにない観測⽅法を
官⺠協⼒で実施し、開発段階からこれまで関わりのなかっ
た機関が連携し、旅客機の定期便を使⽤することで定常
的・世界的な観測を世界で初めて実現したものです。 こ
うした取り組みが、パリ協定、SDGｓ、地球環境の研究
に⼤きく貢献したとして、環境⼤⾂賞を頂きました。 
「CONTRAIL」の⼤気観測によって得られたデータは、地
球の気候変動メカニズムの解析を⽬的に、世界中の研究
者に広く公開・利⽤されています。 
当社は観測機器の開発製造を担っており、今後も当プロ
ジェクトへの参画を通じて地球環境保全に微⼒ながら貢
献してまいります。 
 
 
 
地球温暖化をもたらす⼤気変動のメカニズムを解明するため、産学官が連携する⼤気観測プロジェクト CONTRAIL（注）。 
当社は、2003 年よりプロジェクトに加わり、⾃動⼤気サンプリング装置（ASE）と⼆酸化炭素濃度連続測定装置（CME）という 2 つ
の装置を開発し、航空機に搭載するために必要な国⼟交通省航空局や FAA（⽶国連邦航空局）の STC（追加型式証明）の認証
を取得してきました。STC の取得により、これらの観測装置は⽇本航空株式会社が定期旅客便で運航するボーイング 777-200ER や
777-300ERに取り付けられ、地球規模で⼤気の観測データを採取しています。⼜、その解析結果は地球温暖化に関する研究のための
貴重なデータとして国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所から世界中に配信され、活⽤されています。 

注︓CONTRAIL とはComprehensive Observation Network For TRace gases by AIrLinerの略で、この名称は2007年より使⽤してい
ます。 
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地球温暖化の原因となる、温室効果ガスの広範囲な観測を⽬的とした「CONTRAIL プロジェクト」。⼤気中のどこにどのような濃度で、
⼆酸化炭素をはじめとする温室効果ガスが分布しているかを精密に観測するためには、地上からだけではなく、航空機を利⽤して三次元
的に観測することがとても重要です。プロジェクト開始以前は、シベリア上空など⼀部の地域においてチャーター航空機を⽤いた観測が実
施されていましたが、毎⽇世界の空を⾶んでいる⺠間航空機で観測できれば、より頻繁に、精密なデータを収集することができます。⼜、
地球規模で世界各地の観測ができること、地表から上空まで⾼さの違いなど、空間的に詳細な温室効果ガスの分布を調べることができる
ことなど、画期的なメリットがあります。 
 
 
 
 
地球温暖化研究のための⼤気観測は、1993 年より、気象研究所、⽇本航空、⽇航財団(現在の JAL 財団)がオーストラリア－成⽥
間の航路で、ボーイング 747-200 型機にタイマーで⼤気を収集するフラスコサンプリング装置を搭載して、観測を実施してきました。しか
し、搭載機の退役に伴い、2002 年頃、新しい⼤気観測装置を搭載することが検討されていました。 
そして 2003 年には、国⽴環境研究所、気象研究所、東北⼤学、宇宙航空研究開発機構、⽇本航空インターナショナル(現在の⽇本
航空)、⽇航財団、当社をメンバーとする産学官連携の新たな共同研究プロジェクトが発⾜。当社は ASE(⾃動⼤気サンプリング装置)、
CME(⼆酸化炭素連続測定装置)の 2 種類の新しい⼤気観測装置を開発すること、及び装置を航空機に搭載するための当局承認を
取得することを担当しました。これらの新しい装置による観測活動は、2005 年から「CONTRAIL プロジェクト」（プロジェクト名称の使⽤
は 2007 年から）として現在に⾄っています。 
航空業界のプロフェッショナルとして⼤気観測の継続を⽀えていくことが、このプロジェクトにおける当社の使命です。観測が始まって以来、
装置を搭載していた航空機の退役や航路変更により、新たな航空機に搭載するための改修や、観測装置の機能を向上させる改修など
を当社が実施してきました。観測開始から 10 年以上を経て、今後も継続して観測ができるよう、⼊⼿が困難な内部部品に対し代替部
品の使⽤を可能にするための改修をはじめ、新たな観測装置の開発や新たな機体への搭載についての研究など、プロジェクトの継続と発
展に向けた取り組みを続けています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CME(⼆酸化炭素連続測定装置)         ASE(⾃動⼤気サンプリング装置)              ASE の搭載前整備 
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ASE は、あらかじめプログラミングした 12 地点の⼤気を⾃動で収集して地上に持ち帰ることができ、国⽴環境研究所で、⼆酸化炭素、
メタン、亜酸化窒素、六フッ化硫⻩、⼀酸化炭素、⽔素の濃度を分析しています。これらの観測データは 1993 年から始めた旧ASE 観
測を含めると、南北両半球の温室効果ガスの緯度分布について、⻑期間にわたる継続した観測として世界最⻑の記録です。⼜、CME
は航空機の上昇中、巡航中、降下中に⼆酸化炭素濃度を連続して⾼精度で測定・記録することができます。 
このような温室効果ガスの濃度を、地球規模で⾼頻度に測定し、データを蓄積するプロジェクトは世界でも初めての試みです。⻑年の観
測による貴重なデータは、現在、国⽴環境研究所を通じて世界中の研究者に提供されており、そのデータを活⽤した研究成果は数多く
の学術論⽂や学会発表の形で全世界に発信されています。 
今後も、安定的な観測をバックアップすることを通じて、地球温暖化研究に貢献し続けていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

関連ニュース（研究成果・受賞暦等） 
 

 
・2019 年３月 CONTRAIL プロジェクトが 第1 回 日本イノベーショ

ン大賞 「環境大臣賞」 受賞 
・2017 年12 月 CONTRAIL プロジェクトが地球温暖化防止活動環境

大臣賞「国際貢献部門」受賞 
・2016 年12 月 CONTRAIL プロジェクトから明らかになった研究成

果を発表 
・2015 年5 月 「CONTRAIL」が地球環境大賞において特別賞を受賞 
・2014 年11 月 大気観測プロジェクトが、ボーイングの

ecoDemonstrator787 フライトテストに参加 
・2013 年10 月 大気観測プロジェクトCONTRAIL が日韓国際環境賞

を受賞 
・2013 年6 月 大気観測プロジェクトCONTRAIL が環境賞において

優秀賞・環境大臣賞を受賞 
・2012 年7 月 航空機による大気観測プロジェクト特別塗装機のフラ

イト開始 
・2007 年6 月 新大気観測装置の開発を担当した弊社後藤啓太が航空

技術協会会長賞を受賞 
 
 
 関連サイト 
>国⽴環境研究所 CONTRAIL プロジェクトのウェブサイト（英語） 
>JAL CONTRAIL プロジェクト紹介ページ 
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お客さまとともに  

安全と品質への配慮を第⼀に、お客さまにご満⾜いただける製品とサービスの提供を通じて、社会への貢献を実現します。 
 
 
 
当社では、経営⽅針に「⾶⾏安全の確保と品質の向上を図る」を掲げ、安全で⾼品質な製品を社会に提供していくことを、経営の最も
重要な基盤ととらえています。この考えに基づき、研究開発、設計、⽣産、整備、修理等、製品のすべてのライフサイクルにおいて、法令、
基準、規格等に則り常に適切な品質管理を⾏い、製品安全を確保することを第⼀としています。 
 
品質マネジメントシステムの構築 
 
「ジャムコグループは、社会の信頼及び顧客の満⾜を追求すべく、品質を最優先にして、要求品質を確実に満⾜する製品及びサービスを
顧客に提供する。」をグループの品質⽅針として定め、これを基盤として各部⾨の品質⽅針に展開することにより、お客さまに満⾜いただけ
る⾼品質な製品とサービスの提供を積極的に推進しています。 
⼜、当社の事業は航空宇宙産業特有の⾼度な品質保証が求められており、JIS Q 9100、AS9100 や ISO9001 等、それぞれの事
業内容にふさわしい品質保証体制を構築しています。 
 
認定取得  
国⼟交通省航空局認定事業場 
 

組織名 能⼒ 認定番号 備考 
航空機整備事業部 航空機の整備及び整備後の検査の能⼒ 

航空機の整備⼜は改造の能⼒ 
装備品の修理⼜は改造の能⼒ 

第004号   

航空機内装品・機器 
事業本部 

装備品の製造及び完成後の検査の能⼒ 第094号   

  

EASA(欧州航空安全庁)認定組織 
 

組織名 承認範囲 認定番号 備考 
航空機整備事業部 装備品（エンジン、APU以外）の修理、 

改造、オーバーホール及び検査 
EASA.145.0560   

航空機内装品・機器 
事業本部 

航空機内装品に関するマイナー設計変更 
及びマイナー修理設計の承認 

EASA.21J.170   

航空機内装品の製造及び検査 
航空機乗客⽤座席の製造及び検査 

EASA.21G.0004   

装備品（エンジン、APU以外）の修理、改造、 
オーバーホール及び検査 

EASA.145.0087   

  

CAAS(シンガポール⺠間航空庁)認定組織 
 

組織名 承認範囲 認定番号 備考 
航空機内装品・機器 
事業本部 

航空機内装品の修理、オーバーホール及び改造 AWI/225   
航空機内装品の製造 AWI/POA/019   

株式会社新潟ジャムコ ギャレー及びラバトリーの製造 AWI/POA/019 サテライト 
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品質マネジメントシステム 
 
航空機整備事業部 JIS Q 9100:2016 (キャンパス認証) 

認証範囲 
・航空機の整備及び改造、並びに航空機改造の設計・開発 
・航空機装備品の修理及び改造 
・航空機⽀援機材の設計・開発、製造及び保守 

 
 
 
航空機内装品・機器事業本部(機器製造) JIS Q 9100:2016 (キャンパス認証) 

認証範囲 
  ・航空宇宙⽤機器、航空宇宙⽤部品、地上⽀援機材並びに複合材製品の設計・開発、製造及びサービス提供 
  （保守点検、修理、など） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 サイト名 所在地 備考 

1 
株
式
会
社
ジ
ャ
ム
コ 

航空機整備
事業部 

本部・機体整備⼯場 宮城県岩沼市下野郷字新拓70 中央事務所 

2 成⽥地区（部品整備⼯場） 千葉県成⽥市新泉26  

3 三鷹地区（営業及び部品整備⼯場） 東京都三鷹市⼤沢6-11-25  

 サイト名 所在地 備考 

1 

株 
式 
会 
社 
ジ 
ャ 
ム 
コ 

航空機内装品・機器事業本部 

（機器製造） 

調布地区 東京都三鷹市⼤沢6-11-25 中央事務所 

2 ⽴川地区 東京都⽴川市⾼松町1-100 機器製造の営業 

3 株式会社ジャムコエアロマニュファクチャリング 宮城県名取市愛島台7-101-36 共同事業所 
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航空機内装品・機器事業本部(航空機内装品) JIS Q 9100:2016 (キャンパス認証) 
認証範囲 

  ・航空機内装品の設計・開発、製造及びサービス提供（修理） 

 
品質保証教育の実施 
品質に関する知識と意識の⾼揚のため、品質保証教育を実施しています。主なカリキュラムとして、通年採⽤者を含めた新⼈を対象とし
た品質マネジメントシステムの「導⼊」及び「基礎」教育、⼜、⽣産部⾨においてはヒューマンファクタース及び資格教育等を随時実施して
います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 サイト名 所在地 備考 

1 
株 
式 
会 
社 
ジ 
ャ 
ム 
コ 

航空機内装品 

・機器事業本部 

（航空機内装品） 

航空機内装品・機器事業本部 

（内装品製造） 
東京都⽴川市⾼松町1-100 中央事務所 

2 調布試験場 東京都三鷹市⼤沢6-11-25  

3 中条倉庫 新潟県胎内市清⽔9-125  

4 株式会社 新潟ジャムコ 新潟県村上市坪根字上坪根341-1 共同事務所(ハニカムコア⼯場含む） 

5 株式会社 新潟ジャムコ 第⼆⼯場 新潟県村上市佐々⽊字上野945-3 共同事業所 

6 株式会社 新潟ジャムコ 第三⼯場 新潟県胎内市清⽔9-113 共同事業所 

7 株式会社 宮崎ジャムコ 宮崎県宮崎市⽥野町甲7320 共同事業所 

8 株式会社 宮崎ジャムコ 第⼆⼯場 宮崎県宮崎市⽥野町甲8136-7 共同事業所 



 

 20  

  

「Venture」 

座⾯が翼の形をした 「Wing」 

ヘッド・マウンテッド・ディスプレーは 

画像により部品を確認できます 

初のお披露⽬となった「Quest」 右はフルフラット時にチルトするモニター 

 
 
 
当社では、お客さまの声を製品品質やサービスの改善につなげるために、⽇々誠実なコミュニケーションに努めています。 
 
お客さまの貴重なご意⾒ 
 
Aircraft Interiors Expo は主に航空業界関係者を対象とした世界最⼤
級の旅客機内装品関連の展⽰会であり、世界中の機体メーカー、エアライ
ン、サプライヤーをはじめ航空業界関係者が集う商談の場となり、当社も毎
年出展しています。 
この展⽰会は新たな製品コンセプトを紹介する場であると同時に、乗務員
やメンテナンスに関わる⽅々などをはじめとした、製品を実際に使⽤いただ
いている世界中お客さまのご意⾒やご希望を直に聴ける貴重な機会であ
り、製品開発やサービス向上に⽋かせない重要なイベントと考えています。 
当社グループでは、こうしたイベントを含めたあらゆる機会をとらえて、お客さ
まとの積極的なコミュニケーションに努め、お客さまが満⾜いただける製品づく
り、サービス向上に努めています。 
今年は 2019 年4 ⽉２⽇〜４⽇に開催され、当社グループではこれまでとは⼤きく異なる雰囲気の⽩を基調とした開放的なブースデザ
インを取り⼊れましたところ、お客さまには展⽰品だけでなく、ブースデザインについても⼤変ご好評をいただきました。 
 
ブースでは、「Venture」、「Wing」に加え、初披露となるコンセプトシート「Quest」を加えた 3 種
類のビジネスクラスシートを展⽰してお客さまをお迎えしました。 
⼜、これらのシート⾃体を⾒ていただくのはもちろんのこと、メンテナンスに役⽴つヘッド・マウンテッド・
ディスプレーを実際に体験していただきました。従来の冊⼦によるマニュアルに加えて、ヘッド・マウン
テッド・ディスプレーを導⼊することで、交換部品などを素早く簡単に把握できるため、メンテナンス時
間の削減とヒューマンエラーの防⽌が期待できます。 
 
初のお披露⽬となった「Quest」は、英語で「ジグザグの」という意味で、シートを前後互い違いにレイ
アウトしたものです。 
このレイアウトの特徴は、⾼い快適性を保持しながら座席数を確保できることです。 
⼜、フルフラットモードでも、乗客がモニターを⾒やすい位置でご覧いただける様に、モニターに電動チ
ルト機構を取り⼊れたことでモニターが斜めになり、⾜元の空間を最⼤限確保することができ、他社
製品との差別化を図っています。さらにプライバシーも確保できるように通路側にはドアを取り付ける
など、昨今のニーズを取り⼊れたものとなっています。 
多くのエアライン、機体メーカーからもご好評いたたき、今後の製品化につながる多くのご意⾒もいた
だくことができました。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

⽩を基調とした展⽰ブース 
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社員とともに 
 
「誠実で、社員を⼤事にする会社」であり続けるために、ジャムコグループを⽀える社員の成⻑を⽀え、いきいきと働ける職場環境づくりを
推進します。 
 

 

社員数 [2019 年3 ⽉31 ⽇現在] 

       グループ連結   ジャムコ単体
正社員 3,177 1,214
臨時社員 244 107
総数 3,421 1,321

  

⼈事関連データ （ジャムコ単体）[2019 年3 ⽉31 ⽇現在] 

  

平均年齢     42.7 歳 

平均勤続年数  17.3 年 

平均年間給与  6,973 千円 

新卒採⽤者数  36 名 
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当社では、社員⼀⼈ひとりが仕事への誇りと⾼い技術⼒を持って⽇々業務に取り組み、お客様により⾼い品質の製品・サービスを提供し
ていくために、⼈財育成に積極的に取り組んでいます。 
 
⼈財育成制度として、⼈事総務部が⾏う新⼊社員教育、バンド（職群）別教育、年齢別研修、配属先での品質保証等の各種専⾨
教育など、社員のキャリアや職域に応じた学びの場を提供しています。 
⼜、海外・国内語学研修制度、資格取得報奨⾦⽀給制度などの⾃⼰啓発⽀援体制も整え、社員の成⻑を多⾯的に⽀援しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
                                                                                                 
ジャムコグループは、コンプライアンス規範に定めた「個⼈の⼈格・個性を尊重すると共に、差別・ハラスメント等の⾏為のない、安全で働き
やすい環境の確保に努めます。」を指針とし、⼈権尊重の基本姿勢を定めています。定期的な社内研修を実施し、役職員の⼈権意識
の浸透を図っています。 
グローバルに事業を展開する企業としての責任を積極的に果たしていくために、今後はグローバルな⼈権課題も視野に⼊れ、グループ横
断的な⼈権研修・啓発活動の実施等、グループ⼀体となった取り組みを推進してまいります。 
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ジャムコグループは、様々な背景を持つ社員が活躍できる職場環境を整え、⼈財のダイバーシティ（多様性）の推進を図ることで、グル
ープの持続的成⻑とより良い社会づくりに貢献していきます。 
 
 

⼀般事業主⾏動計画 
 
従業員が仕事と⼦育てを両⽴させることができ、従業員全員が働きやすい環境をつくることによって、従業員がその能⼒を⼗分に発揮で 
きやすくするようにする。⼜、次世代育成⽀援に加え、⼥性の活躍の推進を⾏う為に、次の様に⾏動計画を策定する。  

1）次世代育成⽀援（計画期間︓2015 年4 ⽉1 ⽇〜2020 年3 ⽉31 ⽇） 
 計画内容 
  ⽬標1「出産や⼦育てによる退職者についての再雇⽤制度の構築」 
  ⽬標2「在宅勤務制度の構築」 
  ⽬標3「⼦育て時の福祉厚⽣サービスの充実と援助」  

2）⼥性活躍推進（計画期間︓2016 年4 ⽉1 ⽇〜2021 年3 ⽉31 ⽇） 
 計画内容 
  ⽬標「係⻑の役職に占める⼥性割合を１０％以上とする」 

 

 

 
 
 
⼥性の活躍推進 
 
2018 年度の当社の⼥性管理職は 7 名（管理職全体の 2.6％）となっています。管理職の登⽤を進めていくためには、まずは管理職
候補者である⼥性係⻑を登⽤することが必要で、⼀般事業主⾏動計画の「⼥性活躍推進」の計画⽬標に定めています。 

⼥性活躍推進計画に基づく⼥性係⻑数の推移  
2016年度 2017年度 2018年度 

⼥性係⻑数（名） 8 8 １３ 

⼥性係⻑⽐率（％） 4.2 3.9 6.1 
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障がい者雇⽤ 
 
ジャムコグループでは、障がいを持つ⼈の雇⽤創出と活躍推進に継続的に取り組んでいます。 
グループ各社において、障がい者が共に働きやすい職場環境の整備に努めると共に、
1999 年に設⽴した特例⼦会社で、⼯場内の補助的作業を委託している（株）オレ
ンジジャムコ（当社100%出資、社員数32 名、2019 年３⽉現在）における雇⽤
も積極的に進めています。 
 障がい者雇⽤率は 2.85％（2019 年３⽉現在、法定雇⽤率の 2.2％）となって
います。 
今後も障がい者の能⼒を引き出して働く意欲を⾼められるよう、努⼒を続けていきます。 

 
定年退職者再雇⽤制度 
 
当社では、60 歳の定年退職を迎えた社員のうち、再雇⽤を希望し、且つ就業規則などの基準を満たす場合に、再雇⽤嘱託従業員とし
て満 65 歳まで雇⽤を継続する制度を設けています。⼜、会社が必要とし、社員本⼈が希望する場合には、65 歳を超えて契約を更新
することがあります。希望に応じて短時間勤務を選択できるなど、知識や経験を⽣かして柔軟に働ける環境を整えています。 
2018 年度の再雇⽤者は 16 名で再雇⽤率は 73％です。 
 
ワークライフバランスの推進 
 
多様な⼈財がいきいきとやりがいを持って働き、能⼒を最⼤限発揮できる職場環境を整えるために、社員のワークライフバランスを推進す
る各種制度を整えています。 
 
当社では、ダイバーシティの推進として、⼀般事業⾏動計画を策定し、次世代育成⽀援と⼥性活躍推進を掲げて仕事と⼦育ての両⽴を
推進しておりますが、育児休業後の職場復帰や待機児童問題などに対応した働きやすい環境づくりの⼀環として、⼜、働き⽅改⾰の促
進も含め 次のような整備を⾏っています。 

本社、及び航空機内装品事業部の近隣にある、⽴⾶ホールディングスが 2018 年度に開設した企業主導型保育所(Fuji ⾚とんぼ保育
園)には、当社はテナント企業として優先的に⼊園できることとなり、従業員が利⽤し易い環境が整いました。 
2018 年度にトライアル実施等の準備を進めた在宅勤務については、2019 年４⽉より制度化し、運⽤を開始しました。 

これからも当社では、従業員が働きやすい環境づくりを従業員とともに検討し、推進していきます。 

主なワークライフバランス⽀援制度と利⽤実績(2018 年度) 
制度 概要 男性(⼈) ⼥性(⼈) 

産前産後休暇 産前6週間、産後8週間の計14週取得可能。 - 8 
出産時休暇 4⽇間取得可能。 20 - 
育児休業 ⼦供1歳６ヶ⽉（最⻑２歳年度まで）に達するまで。 5 13 
育児時短制度 ⼦の12歳到達後最初の3 ⽉31 ⽇まで、1⽇あたりの所定労 

働時間を2時間の範囲で短縮して勤務することが可能。 
3 
 

13 

⼦の看護休暇 12歳までの⼦の学校⾏事などを⽬的として、⼦1⼈につき 
年間で5⽇間の取得可能。（２⼈の場合︓１０⽇、３⼈以上の場合︓15⽇） 

106 26 

介護休暇 介護を⽬的として、年間で5⽇間取得可能。 1 0 
介護休業 介護を⽬的として、最⻑93⽇間取得可能。 0 0 

※その他、育児フレックス勤務、時間外勤務免除制度、深夜残業免除制度、育児休業者復帰⽀援プログラム（WiWiW）、介護⽀
援休暇等があります。 
※利⽤実績の対象は正社員、パートタイマー社員、嘱託社員となります。 
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労働安全の確保は、経営の最も重要な基盤であり、社会への責務でもあります。当社では、労働安全の関係法令等を遵守し、役職
員・組織が密接に協⼒連携しながら、安全で働きやすい職場環境を実現していくことを基本⽅針としています。 
 ⼈事総務担当執⾏役員を委員⻑とする中央安全衛⽣委員会のもと、地区ごとに地区安全衛⽣委員会を設置し、組織的に活動して
います。⼜、⼯場勤務の従業員を対象とした安全衛⽣教育の実施など、社員の安全意識向上にも⽇々取り組んでいます。 

労働安全衛⽣管理体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※地区ごとの安全衛⽣担当者として、従業員規模に応じて統括安全衛⽣管理者、安全管理者、衛⽣管理者、安全衛⽣推進者、産
業医を配置しています。 
※地区ごとに労働安全衛⽣法に定められた作業主任者を選任しています。 

 
 
 
従業員の健康のために 
 
当社では、社員の健康を守るための施策として、全従業員に対してメンタルヘルス教育を⾏っているほか、健康診断受診の義務化、電話
による健康相談（ジャムコファミリー相談24）の受付けなどを⾏っています。 
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お取引先とともに 
 
ジャムコグループは、良きパートナーとしてお取引先と共に発展できるよう、常に誠実な対応を⼼がけ、公正で健全な関係構築に努めてい
ます。 
 
 
 
 
 
CSR 調達⽅針 

 
ジャムコグループは、ＣＳＲに配慮した調達活動を推進します。⼜、取り引き先に対しても本調達⽅針の遵守を求めていきます。 
１．健全な取引関係の構築 
・取引先との相互理解と信頼関係を⼤切にし、健全な取引関係を維持します。 
・すべての取引について、公正且つ適正な取引条件を遵守します。 
・取引先の経営状況、技術⼒、企業姿勢などを評価し、企業の社会的責任を尊重した取引を進めます。 
２．取引先の公正な選定と適正な調達 
・品質、価格、納期などの客観的な購買基準と合理的な判断に基づき、取引先を選定します。 
３．不明朗な関係の排除 
・公正、公平で透明な取引に努め、業務に関連した個⼈的な報酬、⼝銭の授受及び社会的常識範囲外の接待や贈与を受けません。 
４．法令遵守・倫理 
・取引を⾏う各国及び地域の関連する法令を遵守します。 
・業界基準及び動向を常に注視し、これを尊重した取引に努めます。 
・下請代⾦⽀払遅延等防⽌法に定められた親事業者の義務を遵守し、独占禁⽌法に定められた優越的な地位の濫⽤として禁⽌され
ている不公正を⾏いません。 
・取引に関連する機密事項を漏洩しません。 
・提供を受けた情報や知的財産を提供者の了解なく社外に公表しません。 
・紛争鉱物に対し、サプライチェーンの透明性の確保と責任ある調達を実施します。 
５．グリーン調達 
・グリーン調達を推進し、環境保全、資源保護などに充分配慮した取引を⾏います。 
６．⼈権の尊重及び労働安全衛⽣ 
・基本的⼈権を尊重し、労働環境や安全衛⽣に配慮した調達活動を推進します。 
 
 
 
 
 

 
ジャムコグループでは、お取引先の皆さまと公正で健全なビジネス関係を築き、共に発展し、社会に貢献する良きパートナーでありたいと
考えています。 
 法令を遵守することはもとより、お取引先に対して常に誠実な対応を⼼がけ、公正で透明な関係を保つための指針を「コンプライアンスハ
ンドブック」に明記のうえ、すべての役職員に配布し、⽇々意識浸透を図っています。 
さらに、海外にも拠点を構えるグローバル企業として、国際ルールに従うのはもちろんのこと、それぞれの国の⽂化や習慣を尊重し、お取引
先との信頼関係の構築に努めています。 
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当社では従来、各国・地域の法令に則り、社会規範を遵守した調達を推進してきました。しかし近年の社会的要請の⾼まりを受けて、お
取引先と共に CSR に取り組み、社会への責任をより積極的に果たしていく必要があると考えています。 
 2019 年度は、新たに策定した CSR 調達⽅針をグループ企業と共有し、お取引先の皆さまと協⼒しながらサプライチェーン全体での取
り組みを進めてまいります。 
 
 
 
 
コンゴ⺠主共和国及びその周辺国において産出されるタンタル、スズ、タングステン、⾦の4種類の鉱物（紛争鉱物）が、当地で残虐⾏
為を⾏っている武装勢⼒の資⾦源となっていることが国際問題となっています。当社では、当地の紛争を助⻑することがないよう、紛争鉱
物と認められた原材料の不使⽤を宣⾔すると共に、お客さまからの紛争鉱物規制に関する調査・報告の要請にも適切に対応しています。 
⼜、これら 4 種類の鉱物に関係する原材料の調達先に対し、紛争鉱物を含有していないことの誓約書の提出を求めています。 
 
 
 
 
当社は、あらゆる企業活動における環境配慮と、⽣産・販売する製品のライフサイクルにおける環境への負荷低減に継続して取り組むた
め、環境への負荷の少ない部材や部品を優先的に調達するための「グリーン調達基準」を定め、実⾏しています。 
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株主・投資家とともに  

適時適切な情報開⽰と利益還元に努めるとともに、対話を通じて株主・投資家の皆さまの期待に応えていきます。 

 

当社では、経営戦略や財務情報などの企業情報の公開における適時性・公平性・正確性・継続性を重視しています。この考え⽅に基づ
き、情報の管理や開⽰に関わる規程を定めた上で、財務情報及び⾮財務情報について、法令に基づく開⽰を適正に⾏うとともに、透明
かつ公正な開⽰がなされるよう取り組んでいます。 
⼜、コーポレートサイトに IR サイトを開設し、投資に関わる情報をタイムリーかつ正確に開⽰するように努めています。このサイトでは、決
算短信・有価証券報告書・財務データ・IR 資料（決算説明会資料、決算報告書）などを掲載しています。 

 

当社では、当社への正しい理解を深めていただくと同時に、株主の皆さまの権利や平等性を確保するためにも、情報の適時・適切な開⽰
が重要と認識しています。 

株主総会の開催や決算報告書などの発⾏はもとより、証券アナリストや機関投資家の⽅々に対しては年 2 回決算説明会を開催し、
業績・経営⽅針などの説明を⾏っています。そのほか、さまざまな活動を通じ、株主・投資家の皆さまとの対話に積極的に取り組んでいま
す。 
 
2018 年度の IR 活動実績 

活動内容 実施回数 
決算説明会 2 回（第2 四半期決算、本決算） 
スモールミーティング 4 回 
個別ミーティング 36 回 
機関投資家向け⼯場⾒学会 1 回 
個⼈投資家向け会社説明会 2 回 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
             決算説明会                                 個⼈投資家向け会社説明会 
 
             決算説明会                                 個⼈投資家向け会社説明会 

 
 
 
当社は、経営基本⽅針と事業別⽅針のもと効率的経営を⾏い、収益の向上を図ることで株主の皆さまには安定かつ継続的に還元を⾏
う所存です。⼜、事業のリスク発現などによる不測の事態に備え、かつ将来の設備投資などへの資⾦需要を勘案し、内部留保にも努める
ことが継続的成⻑にとって不可⽋であり、このバランスを保つことが株主の皆さまへの利益につながるものと考えています。 
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地域社会とともに 
 
国内外の様々な地域で操業するジャムコグループは、地域社会の皆さまとの関係を⼤切に、信頼される企業を⽬指します。 
 
 
 
当社では、地域の皆さまとの交流や教育・学術⽀援、海外企業との連携による共同研究開発など、さまざまな社会貢献活動を展開して
います。 
 
国際航空宇宙展 2018 東京にて講演 
 
⽇本航空宇宙⼯業会（SJAC）より講演の依頼があり、去る2018年11⽉28~30⽇に東
京ビッグサイトで開催された国際航空宇宙展 2018 東京にて、「⺠間航空機内装品事業の展
望」というタイトルで講演を⾏いました。 
 
講演では、当社の紹介から航空機の客室内装品の概略を紹介した後、今後２０
年間の旅客需要と旅客機需要の増加に伴う客室内装品の市場の⾒通し、新しい
分野での市場獲得や新規参⼊における課題などにも触れ、これまでの市場やニーズ
の変化に対する当社の対応について紹介しました。後半では、より快適な航空機の
利⽤体験を提供する客室内装品のイノベーションの提案や、その製品化の実現など
を通じて、航空機産業の発展にこれからも寄与してまいりたいと結びました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
アイシティ eco プロジェクト」に空コンタクトケースを寄贈 
 
「アイシティ eco プロジェクト」に空コンタクトケースを寄贈しました。 
 
当社は、HOYA株式会社アイケアカンパニーが推進する「アイシティecoプロジェクト」に参加し
ています。 
「アイシティ eco プロジェクト」とは、HOYA 株式会社が運営するコンタクトレンズ専⾨店「アイシ
ティ」が使い捨てコンタクトレンズの空ケースを回収・リサイクルする活動を⾏い、資源をリサイク
ルすることで CO2 を削減することができ、更に再資源化で得た対価は（財）アイバンク協会
へ寄付されています。 
当社はこの活動に賛同し、2018 年 9 ⽉から全社的にコンタクトレンズ空ケースを収集してい
ます。 この度、3.3kg の空ケースを HOYA 株式会社に寄贈しました。 
環境保全と社会貢献につながるこの活動を今後も推進してまいります。 
https://www.eyecity.jp/eco/ecopartners/company/ 
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災害⽤備蓄品の提供 
 

当社は、災害対策として⾮常⾷(⾷料や⽔)を備蓄して万が⼀に備
えています。2018 年度は保存期間内ではあるものの賞味期限が近づ
いた備蓄品を次のとおり NPO 法⼈「フードバンク TAMA」に提供し、⽣
活困窮者への⽀援に役⽴てていただきました。 
 
2018 年9 ⽉︓(アルファ⽶) 1,500 ⾷、 
2019 年２⽉︓(アルファ⽶) 4,300 ⾷  
 
 
 
 
 
 
 
BOEING チャリティイベントに協賛 
 
BOEING Classic Charity Challenge という名称のチャリティイベントに協賛しました。このチャリティイベントは、アメリカにあるベナロヤ研
究所という、免疫システムの解読を専⾨とする世界でも数少ない研究所への寄付事業です。 

 
 

 
 詳細については、Benaroya Research.org をご覧ください。 
https://www.benaroyaresearch.org/what-is-bri/about-the-institute/virginia-mason-medical-center/ 
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ジャムコ・フィリピンが地域の学校の植樹に協⼒ 
 
ジャムコ・フィリピン（JAMCO Philippines,INC.）では毎年⼯場近くの学校など
地域に対して植樹ボランティアを⾏っています。 
今年度は 2019 年３⽉、⼯場近くの学校でマンゴーの苗⽊を１０本、グアバの苗
⽊１５本を植樹しました。 
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地球環境のために 
当社では経営理念のひとつとして、「⾃然との共⽣をはかり、豊かな社会づくりに貢献します。」を掲げており、地球環境保全活動問題に
積極的に取り組んでいます。 
 

 
当社では、省エネルギー対策、グリーン調達、廃棄物の削減と再資源化、及び使⽤する材料等の化学物質成分の調査を⾏い、有害物
質を含むものについては、代替品への転換を推進しています。航空機器製造事業部(三鷹)及び本社(⽴川4 号棟)においては、審査登
録認証機関による環境マネジメントシステム認証を取得し継続的改善を図っています。 
地球環境問題への取り組みの重要性が益々⾼まるなか、さらなる環境負荷の低減に努めていきます。 
 

 
当社では､1998 年 7 ⽉に“地球環境に関する宣⾔”として環境基本理念､環境企業⾏動指針を定めて組織的な環境保全活動の取り
組みをスタートし､1999 年9 ⽉に｢環境規程｣を制定いたしました｡ 
当時の調布本社地区(調布サイト)が全社のさきがけとなって活動を展開し､2000 年2 ⽉に ISO14001 の認証を取得いたしました｡ 
2001 年4 ⽉には｢環境規程｣の全⾯改訂を⾏い、環境保全活動の全社展開を開始しました。 
2010 年7 ⽉には｢環境業務標準(EOS︓Environmental Operation Standard)｣を新たに制定し、ISO14001 の認証サイト以
外のサイトでは ISO14001 に準じた環境保全活動に取り組んでいます。 
 
 

 
 
環境基本理念 
⼈類存続のための地球環境保全は全世界の共通の願いである｡ 
ジャムコグループは､グローバルに活動する企業として､地球環境問題を経営の最重要事項のひとつに位置付け､基本理念を“豊かさと共
⽣できる､地球環境にやさしい企業”として企業活動を⾏い､地球を守り､広く社会に貢献する｡ 
 

環境企業⾏動指針 
(1) ⾃然環境保全 

製品開発､⽣産､サービスの活動に当たっては地域及び地球の環境保全に努める｡ 
(2) 資源の有効利⽤ 
  環境負荷の少ない製品の開発及び⽣産･サービスにおいては資源の効率的な利⽤､再利⽤並びに環境負荷の少ない物品の利⽤に努める｡ 
(3) 環境関連法規の遵守 
  国や地⽅⾃治体の環境法令･規則を遵守する｡ 
(4) 環境保全体制 
  基本理念及びこの指針に沿って全社及び各サイトで環境⽅針を策定し､環境保全体制を確⽴して､定期的に⾒直し､維持､向上を図る｡ 
(5) 環境保全活動の啓蒙､推進 
  基本理念及びこの指針をすべての役職員及び関係者に周知し､全員が理解し⾏動できるように教育･啓蒙活動を推進する｡ 
(6) 環境保全活動の公開 

基本理念及びこの指針を社内外に公開する｡ 
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当社で航空機分野に特化し、航空機内装品及び機器の製造・修理、航空機並びに航空機装備品の整備、改造等の事業を⾏っていま
す。下図は、当社の事業活動と環境との関わりを表したものです。当社では事業を通じて、多くの資源を消費し、様々なものを排出して
います。このインプット・アウトプット両⾯における環境負荷を低減するために、その定量的な把握に努めています。 
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全社の推進体制 
当社の環境保全活動は､その推進体制と環境マネジメントシステムを整えて取り組んでいます｡ 社⻑は統括責任者として環境保全活動
を統括し、⼜、⼈事総務担当執⾏役員は地球環境委員会の委員⻑として活動を推進し、マネジメントレビューを⾏っています。地域ごと
に環境保全活動を⼀体となって⾏うサイトを設け、各サイトでは、サイト環境委員会などを通じて組織的に活動を推進しています。 
各サイトは、｢環境基本理念｣、｢環境企業⾏動指針｣に基づき、単年度の到達⽬標として｢環境⽬標｣を各々設定し、その達成に向け
た計画的な活動の推進と内部環境監査によるチェックなどを通じて、継続的な改善に努めています。 
なお、ISO 認証取得サイトにおいては､ISO14001 に基づく環境マネジメントシステムが適切に運⽤され､且つ､継続的な改善が⾏われ 
ているか、審査登録機関による定期的な審査を通じて適合性評価を受けています。 

                        

 

 

 

 
･ISO認証取得サイト:航空機器製造事業部（三鷹駐在の航空機内装品・機器事業
本部 技術本部 機器製造技術部及び品質管理部 機器グループを含む)、本社（⽴
川4号棟︓秘書室、監査部、⼈事総務部、経理財務部、品質保証部、情報システム
部) 
･⽴川サイト:航空機内装品・機器事業本部（本社 経営企画部及び三鷹駐在の技術
本部 技術管理部 構造解析グループ、内装品技術第⼀部 設計第三グループを含む)･中条サイト:航空機内装品・機器事業本部 航空機内装品製
造事業部 購買補給部 補給中条グループ 
･成⽥サイト:航空機整備事業部 部品整備⼯場(三鷹駐在の航空機整備事業部 業務推進室、営業部及び部品整備⼯場を含む) 
･⽻⽥サイト:航空機整備事業部 部品整備⼯場機装グループ(⽻⽥駐在) 
･仙台サイト:航空機整備事業部 機体整備⼯場(技術開発室及び品質管理室を含む) 
･宮崎サイト:航空機整備事業部 機体整備⼯場 宮崎事業所 
＊中部サイト・帯広サイトは、2017年9⽉、2017 年12⽉にそれぞれ廃⽌しました。 

地球環境委員会 
地球環境委員会では､各サイトの活動状況､環境⽬的・⽬標の達成状況､内部環境監査の実施状況、是正処置・予防処置などの状
況についてマネジメントレビューを⾏うとともに、法規制及び顧客要求事項の変更などについて報告・⾒直しを⾏っています｡ 
地球環境委員会事務局では､全社的な環境保全活動が効果的且つ効率的に運⽤､改善が図れるよう情報の収集・周知や､従業員へ
の教育にも⼒を⼊れています｡ 

環境監査体制 
内部監査･外部審査では、環境保全活動が定められた要求事項に適合し適切に実施されているか、⼜、その活動が有効に維持されて
いるかなどについて定期的に、⼜、必要に応じて臨時に確認することによって、是正、改善を図っています。 
内部環境監査チームは、社内規程で定める資格要件を満たす内部監査員により構成しています。内部環境監査は、監査計画、監査
チェックシートに基づいて実施しており、管理⼿順と運⽤状況との整合性を確認するなどの実地監査に主眼を置いています。監査結果は
監査ごとに報告書にまとめ、不適合事項に対しては是正処置を求めるなど、改善につなげています。なお、内部監査結果は年度ごとにま
とめを⾏い、マネジメントレビューに反映しています｡ 
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当社では、さまざまな事業活動を通じて、環境保全活動に取り組んでいます。 

環境保全活動の推進 
年度を通じた環境保全活動は、経営層によるマネジメントレビューによって総括され、課題については改善に向けて検討が加えられます。
その検討を経て決定された重点実施事項に対して各サイトでは､環境⽬的／⽬標・実施計画・施策の策定(Plan)、施策の実践(Do)､
環境⽬的／⽬標の達成状況の確認と活動結果報告(Check)､そしてマネジメントレビュー(Action)へと、PDCA サイクルを回すことで
継続的に活動しています｡ こうした継続的な取り組みによって、環境に関する様々な動きや変化に対応すると共に、役職員の環境意識
を⾼めています。 

環境影響評価及び法規制遵守の管理 
事業活動において環境に影響を及ぼす環境側⾯を抽出し、特に改善を必要とするものや環境関連法令等で特別な管理を必要とするも
のに関しては、著しい環境側⾯としてその影響を評価しています。なお、法規制遵守の重要事項である「緊急事態への対応」や「排⽔」に
ついては、⾃主基準の設定及び定期的な確認を⾏うなど、管理策を強化しています。 

化学物質の管理 
事業活動にて使⽤する化学物質は、性状や危険性及び有害性などに応じて法令等で規制されており、特に有害性の⾼い物質について
は、社内規程に管理⼿順を定め、物質の漏洩や紛失のないよう適切に管理しています。⼜、実際に化学物質を取り扱う作業者は、必
要な資格を保有し、管理⼿順に基づき適切に作業を⾏っています。 

エネルギー管理 
エネルギー合理化のための管理標準(空気調和設備､照明設備等)を社内規程に定め、エネルギー使⽤量の削減に取り組んでいます｡ 

廃棄物の削減と再資源化率の向上 
廃棄物については､3R(リデュース･リユース･リサイクル)の考えを基本に､その削減に取り組んでいます｡ 

廃棄物処理法に基づき廃棄処分が完了した PCB(ポリ塩化ビフェニル)は次のとおりです。 
・2013 年 7 ⽉⽴川サイトで保管していた PCB 絶縁油を含んだ三相変圧器(ﾄﾗﾝｽ)1 台 
・2014 年 4 ⽉仙台サイトで保管していた PCB 含有蛍光灯安定器 479 個 
・2016 年 3 ⽉調布サイトで保管していた PCB 絶縁油を含んだ油⼊開閉器 2 台 
・2016 年 12 ⽉調布サイトで保管していた PCB 含有蛍光灯安定器 57 個 
当社で保管していた PCB 廃棄物については、すべて安全に処分されました。 

 

(1) 分別管理の徹底 
  材質別の分別回収を徹底し､⾦属類及び紙類(コピー⽤紙、段ボール、新聞紙、等)を有価物等に切り替え、廃棄物の削減及び再資
源化(リサイクル)に取り組んでいます｡ 

(2) 再資源化率の向上 
  再資源化率の向上については､廃棄物処理委託先との調査、協議により､マテリアルリサイクル､サーマルリサイクルなどの再資源化品⽬
の増加に取り組んでいます｡ 

(3) 廃棄物の適正管理 
  当社では､廃棄物の処理を委託している業者に対して定期的に現地調査や情報収集を⾏い､処理⼯程の把握､マニフェスト等の記録
管理及び許可更新など 廃棄物の処理が適正に⾏われているか確認しています。 

(4) PCB 含有機器の保管状況 
  当社では、PCB(ポリ塩化ビフェニル)を、「PCB 特別措置法」に基づき適切に管理していましたが、2016 年 12 ⽉に調布サイトの蛍光
灯安定機57 個の廃棄処分を完了し、すべての廃棄が完了しました。 
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省エネルギーの取り組み 
＜2018 年度全社共通＞ 
 ⽬的:エネルギー使⽤量を削減する｡ 
   「電⼒、都市ガス、LP ガス、A 重油、揮発油、軽油、灯油」 
 ⽬標:2017 年度対⽐1％以上の削減 

当社では､⽣産設備及び空気調和設備(エアコン)･照明機器･空気圧縮機のインバーター化などによる省エネルギー化､⽣産プロ
セスの効率化､燃料使⽤量の効率化などを進めており､エネルギー使⽤量の削減に努めています｡ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               ＊エネルギー使⽤量は全て原油換算量（㎘）となります。 
 
各サイトでは､空気調和設備(エアコン)の効率的な運転及び⾼効率の設備の導⼊、照明機器の間引き、LED 照明への変更などを⾏い､
エネルギー使⽤量の削減に努めました。 
その結果、2018年度のエネルギー使⽤量は､2017年度⽐で0.72％の削減となり、1％以上削減という⽬標は達成できませんでした。
主な要因としては、仙台サイトでは作業量増加によるボイラー(格納庫内暖房)の使⽤頻度増により、A 重油使⽤量が増加し、成⽥サイ
トでは猛暑によるエアコン使⽤頻度増により、電⼒使⽤量が増加したことです。（各サイトでの削減施策の実施状況は次表参照） 
⼆酸化炭素 (CO₂)排出量については、2017 年度の 4,914t-CO₂ に⽐べ、2018 年度は 4,754t-CO₂ と、3.25％減少しました。 
 
 
 
 
 
 
 

C02排出量      4,914t-CO2       4,754t-CO2  

0.0

500.0

1,000.0

ISO 立川 中条 成田 仙台 宮崎 帯広

2017年度 894.5 621.1 121.5 498.7 284.8 9.3 1.3

2018年度 882.9 612.9 118.4 501.0 289.4 8.9

単
位
:㎘

サイト別エネルギー使用量

2,400.0

2,420.0

2,440.0

2017年度 2018年度

合計 2,431.2 2,413.5

単
位
:㎘

エネルギー総使用実績

0.72％ 
減少 
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エネルギー削減対策の実施状況 
対策(運⽤含む)項⽬ ＩＳＯ 

認証取得 ⽴ 川 仙 台 成 ⽥ ⽻ ⽥ 宮 崎 中 条 

サイト サイト サイト サイト サイト サイト サイト 

変圧器 
統廃合 ○       
⾼効率型の設備の導⼊ ○ ●      

空気 
圧縮機 

エバポレータ設置などにより 
夜間運転の停⽌ 

 ○  ○    

吐出圧⼒の低減 ○       
省エネルギー型設備の導⼊ 
(インバーター式) 

○   ○    

空気調和設
備 

設定温度遵守 
(夏28℃､冬20℃) 

● ● ● ● ● ● ● 

定期的なフィルター清掃 ● ● ● ● ● ● ● 
省エネルギー型設備の導⼊ 
(インバーター式、 
ヒートポンプ式) 

● ● ○ ●  ○ ○ 

照明設備 

こまめな消灯(休憩時等) ● ● ● ● ● ● ● 
照明器具清掃 ● ● ● ● ● ● ● 
蛍光灯の間引き ○ ○  ○  ○ ○ 
⾼効率型の照明設備の導⼊ ● ○ ● ●   ○ 

⽣産設備 加熱炉への断熱塗料塗布 ○       
昇降設備 エレベーターの運転台数変更  ○      

その他 

未使⽤時の OA 機器OFF ● ● ● ● ● ● ● 
デマンド計設置 ○ ○  ○    
低燃費⾃動⾞導⼊ ○ ○ ○     
⾃動販売機台数削減 ○     ○  
業務⼯数低減 ● ● ● ● ● ● ● 

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 実施項目 

○ 維持管理項目 

 非該当 
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廃棄物の削減及び再資源化の取り組み 

 
当社では､事業活動に伴って発⽣する排出物を廃棄物（⼀般廃棄物及び産業廃棄物を埋⽴処分されるもの）、再資源化物
（⼀般廃棄物及び産業廃棄物を再資源化されるもの）、有価物の３種類に分別し､廃棄物の排出抑制と､再利⽤､再資源化等
に努めています｡ 

   このうち、廃棄物と再資源化物の排出状況は以下の通りです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

廃棄物の⼀部を有価物に切り替えるなどして廃棄物の削減に努めましたが、2018年度の廃棄物総排出量（全社合計）は、2017年
度⽐で 1.55%増加し、廃棄物の削減とはなりませんでした。その主な要因としては、中条サイトで不要在庫分を約10t 廃棄物として排
出したためです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

2017年度 2018年度

合計 64.6 65.6

単
位
:
ｔ

廃棄物総排出量

1.55％ 

増加 

0.0

20.0

40.0

60.0

ISO 立川 中条 成田 羽田 仙台 宮崎 帯広

2017年度 0.0 8.0 39.4 0.0 0.0 10.2 0.0 7.0

2018年度 0.0 4.5 53.6 2.2 0.0 5.3 0.0

単
位
:
ｔ

サイト別廃棄物排出量
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0.0

100.0

200.0

ISO 立川 中条 成田 羽田 仙台 宮崎 帯広

2017年度 67.0 76.3 71.7 84.3 3.3 199.3 7.6 0.2

2018年度 31.7 83.6 66.9 98.0 2.6 134.3 10.7

単
位
:
ｔ

サイト別再資源化物排出量

0.0

200.0

400.0

600.0

2017年度 2018年度

合計 509.7 427.8

単
位
:
ｔ

再資源化物総排出量

16.06％ 

減少 

0.0

200.0

400.0

600.0

2017年度 2018年度

509.7
427.8

64.6
65.6

単
位
:
ｔ

廃棄物及び再資源化物による排出量の対比

■廃棄物 

■再資源化物 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2018年度の再資源化物総排出量は、2017年度⽐で16.06%減少しました。これは、仙台サイトにおいて機体の塗装作業で
使⽤する、リサイクル可能な塗装剥離剤及びアルカリ洗浄剤の使⽤量が塗装作業の減少により減少したことによるものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2018 年度の廃棄物と再資源化物を合わせた総排出量は、主に仙台サイトにおける塗装作業の減少により 2017 年度⽐で
14.08％減少しました。 
 
 

 2017年度 2018年度 

総排出量（ｔ） 574.3 493.4 

14.08％ 

減少 

574.3 
493.4 


